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看護職副院長登用病院の特徴 
―赤十字グループ病院を対象とした検証―

髙田　由紀子 1

　抄　録
目的：本研究の目的は，赤十字グループ病院において看護職副院長登用病院と非登用病院の 2群について経営指
標を用いて比較し，看護職副院長登用の有無による病院の特徴の違いを明らかにすることである．
方法：本研究は，赤十字グループ病院 91施設のうち，2018年度赤十字医療施設経営概要にデータ掲載がある 88
病院を対象とした横断的調査研究である．看護職副院長と経営に関する文献レビューから選択した経営指標を用
いて定量的に分析，比較を行った．
結果：88病院のうち看護職副院長登用病院は 19施設，非登用病院は 69施設であった．2群に p＜0.01の有意差
の認められた経営指標は病床数，入院診療単価，三次救急医療施設認定や地域医療支援病院承認，病棟薬剤業務
実施加算のほか，精神リエゾンチーム，100床当たりの医師，看護師等多職種の配置などであった．
結論：看護職副院長登用病院の特徴は，高度急性期病院として診療密度が高く多様な機能を持つ病院であった．
また診療密度の高い治療に対応できる手厚い多職種の人員配置が特徴であった．
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Ⅰ．はじめに

　近年の病院を取り巻く環境において，地域医療構想

に基づく病床再編等の検討 1, 2），診療報酬・介護報酬

の改定，2025年問題に伴う人口と疾病構造の変化と

いった切迫する課題によって，個々の病院経営は厳し

さを増していることが指摘されている 3） ．病院経営に

関する課題に対し医師・事務職・看護職などの多職種

が副院長に登用されるようになり，登用の成果が報告

されるようになった 4）．看護職については 1989年に

看護職副院長が我が国に誕生したのち 2007年には

168名 5），2016年には 328名 6）と約 2倍に増加し，看

護職副院長に求められる資質や能力が議論されるよう

になった 7）．

　病院というプロフェッショナル組織において，副院

長，事務長，薬局長，看護部長といったミドルは，組

織理念の実現に向けた組織内コミュニケーションの円

滑化，トップと現場の橋渡しという重要な役割を果た

している 8）．ミドルに相当する看護職副院長登用を推

進する背景には，多様な医療ニーズに対応する看護職

の能力発揮に期待するところが大きい 9）．実際に看護

職副院長は病院の質を評価するために財務指標のほか

人員配置や教育といった複数の非財務指標を含む経営

指標を用いて病院組織の改善に貢献している 10）．わが

国の病院経営における看護職副院長の役割は，2007年

頃までの質的記述的研究 7）や実態調査 11）のほか約 20

報余りの実践報告等によって明らかになってきた 12）．

しかし 2007年以降看護職副院長登用に関する研究は

4本と少なく，経営指標を用いて定量的に分析した報

告は見当たらない． 

　病院経営分析を目的とした研究では公開される財務

データが限定されることから，経営方針が統制されて

いる同一の医療設置主体を対象とした検討が試みられ

ている 13, 14）．そこで本研究では，①本部組織の病院設

置理念のもと全国すべての都道府県でグループ病院が

運営されている，②全グループ病院情報は財務諸表，

付帯施設を含む施設設備，人員配置，患者サービス，
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チーム医療等詳細に医療施設経営概要に集約されてい

る，③集約した施設概要はだれもが入手可能な情報と

して広く一般に公開している，④病院設置主体が「看

護職副院長制度の設置」を整え看護職副院長の病院経

営への成果が反映しやすいと推測できることから，全

国的な状況かつ豊富なデータを検討できると考え日本

赤十字社に焦点をあてた．

　本研究の目的は，看護職副院長を登用している病院，

していない病院の 2群について，全赤十字グループ病

院 88施設について経営指標を用いて比較し，看護職

副院長登用病院と登用のない病院の特徴の違いを明ら

かにすることである．

　本研究は，看護職副院長の登用の効果について経営

指標を用いて探求する新しい試みである．本研究の結

果から病院経営における看護職副院長登用について示

唆を得ることで，今後も増加が予測される看護職副院

長をはじめ，病院の組織成長や経営改善に効果的な看

護職登用の判断材料となることが期待できる．

Ⅱ．方法

1．研究デザイン

　研究デザインは，2018年度赤十字医療施設経営概

要公開データを用いた横断研究である．

2．操作的定義

1）看護職副院長

　看護職副院長とは，医療施設において副院長という

職位にある看護職者 7）であり，院長とともに病院組

織を経営するエグゼクティブ役割 4）を担うものをさ

す．わが国では看護職副院長は Nurse executive（上級

看護管理者）に相当し，副院長クラスの役割と権限を

持つ看護職をさす 15）．Nurse executiveについて， Chief 

nurse executive（以下 CNE）と，Chief nursing officer（以

下 CNO）は意味を置き換えて役職名として使用する

場合もある 16）ため，本研究では同義とする．

2）看護部長

　看護部長とは，医療施設において看護職種を統括す

る看護管理者をさす．また看護部長は組織の一機能に

おける部門長ではなく職種を管理する点が一般企業と

異なる．看護管理者とは，「看護の対象のニーズと看

護職の知識・技術が合致するよう計画し，財政的・物

質的・人的資源を組織化し，目標に向けて看護職を導

き，目標の達成度を評価することを役割とする者の総

称」17）と定義されているため，本研究ではこの定義

に則る．

3）経営指標

　本研究で使用する経営指標とは，医療サービスが非

営利である特徴から財務指標だけでなく，病院機能，

人員配置などのほか，医療の質に直結する複数の非財

務指標 18, 19）を含むものとする．

3．研究対象

　赤十字グループ病院 91施設のうち，2018年度（平

成 30年度）赤十字医療施設経営概要にデータの掲載

がある 88病院を対象とした．看護職副院長登用の有

無については，2018年度各病院のホームページや広

報誌から情報を得た．

4．文献レビューによる調査項目の抽出

　調査項目は，先行研究の文献レビューから看護職副

院長の成果を表す指標ないし効果を示している行動を

抽出し以下の方法で選定した．国内文献の検索ツール

は医学中央雑誌 version5，J-STAGE，CiNii，海外文献

の検索ツールは PubMed，CINAHLを用いた．キーワー

ドは，国内の文献では「看護職副院長」AND「財務」を，

海外の文献では「chief nurse executive」OR「nursing 

administrator」AND「finance」OR「financial indicator」

を用いて検索した．なお「経営」「management」は意

味する範囲が広いため，用語の定義に用いた「財務」

「finance」で絞り込んだ．本研究の文献選定プロセス

は PRISMA声明のフロー 20）を参考に図示した（図 1）．

選定基準は，① 2001年 1月から 2020年 1月の近年

20年で，②検索ツールのソート機能で原著・総説を

条件とし，③レターや会議録を除くとした．最終的に

16文献が検討対象論文となった．16文献は，定量分

析と定性分析双方を用いた報告が 1，横断的調査が 3，
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半構成的面接による質的記述的研究 3，組織分析によ

る報告 9であった．16文献はマトリックス方式 21）で

整理して 170の調査項目候補が抽出された．

　次に，170の調査項目候補は，重複を除き経営戦略

分析の枠組みであるバランス・スコアカードの 4つの

視点（財務の視点，患者サービス・顧客の視点，業務

プロセスの視点，学習と成長の視点）の構造 22）を参

考に分類された．分類した調査項目の候補について，

医療施設経営概要の表題項目と照らし合わせ，最終的

に 23の調査項目が選択された．なお医療施設経営概

要の該当項目は「」で表記した．

1）財務に関する調査項目の選択

　財務に関して，患者動向，人件費，診療材料，施設

設備費の指標が収集された．患者動向は平均 1日当た

りの患者の動向，入院状況 10, 23）が指標として用いら

れていることから，医療施設経営概要に該当する項目

は，「平均在院日数」「病床利用率」「病床稼働率」「患

者 1日当たり入院収益」「患者 1日当たり外来収益」

「医業利益」「修正医業利益率」とした．経営管理者の

リーダーシップによって給与・賞与・夜勤手当対策 24）

や残業管理は左右され 25），コストや時間を指標とし

て経営者の業務改善成果が評価される 26, 27）．給与等人

件費については医療施設経営概要の経営分析項目から

「給与費対医業利益率」が該当するが，時間に関する

該当項目はなかった．また人材育成や採用にかかる予

算請求や施設設備整備は看護職副院長の役割 10）であ

図 1　文献レビュー選択プロセスのフロー

国際医療福祉大学学会誌　　第26巻2号（2021）

― 39 ―



るが，医療施設経営概要に予算請求と施設設備整備に

該当する項目がなかった．診療材料は「材料費対医業

収益比率」を該当項目とした．医業利益は減価償却費

を含むため設備投資等による影響を受ける 28）．本研

究では看護職副院長登用による診療報酬 10）や患者動

向 23）に関与する利益に注目するため，（医業利益 +減

価償却費）/医業収益× 100（%）で算出する「修正

医業利益率」を調査項目とした．

2）患者サービス・顧客に関する調査項目の選択

　患者サービスに関して患者志向，職場環境改善，他

組織・地域連携，多職種連携，労務の指標が収集され

た．Sredlら 16）や Sims 27）が述べるように患者志向は

業務改善の成果に直接関係する貴重な情報である．医

療施設経営概要では「患者満足度調査の実施状況」が

該当し，職場環境改善に関連しては「職員満足度調査

の実施状況」が該当した．他組織・地域連携について，

患者サービスや地域との連携強化 12, 29）のほか広告 10）

の重要性が指摘されており，「講演会」「健康相談」「グ

ループ組織の PR・広報」が該当した．多職種との役

割分担や連携 29）については，「横断的なチーム医療の

実施状況」のほか，「病棟薬剤師業務実施加算」「急性

期看護補助者加算」「医師事務作業補助体制加算」の

取得状況が該当した．労務の指標には夜勤体制，院内

託児所の設置，福利厚生の拡充 7, 25）があり，医療施設

経営概要では「夜間院内保育」の設置状況が該当した．

3）業務プロセスに関する調査項目の選択

　業務プロセスに関して，業務改善，経営参画，人員

配置，組織体制の指標が収集された．業務改善は，医

療記録文書オーディット 27），業務委託によるタスク

シフト 12），専門家によるケアプロトコール実績 30）を

用いて評価される．看護職副院長は財務管理や適切な

人員配置 7, 12, 26, 31）のほか，経営参画として入院基本料

の見直しや病床利用率改善に取り組んでいる 7, 12）．調

査項目には「業務委託」の状況，職員配置項目の「100

床当たり配置職員数（医師，看護師，薬剤師，放射線

技師等）」，「急性期一般入院料 1」取得状況が該当する．

その他に看護職副院長は職員参加型シフトシステムの

導入といった業務改善 26），病院内のプロジェクトチー

ムの結成 7, 32），病院事業の見直し 12, 29），財務データの

専門知識を用いた将来を見据えた戦略の立案 33）といっ

た組織体制の改善に取り組んでいるが，該当する項目

はなかった．

4）学習と成長に関する調査項目の選択

　学習と成長について，教育やキャリア開発，研究，

資格認定の仕組みに関連する調査項目が収集された．

　看護職副院長は，教育やキャリア開発において看護

職の専門性の強化だけでなく，他部門の職員教育 29）

についても取り組んでいる．具体的には奨学金プログ

ラム 24, 34）や，多職種のトレーニングプログラム 24）の

策定のほか，部署の新人オリエンテーションにかかる

時間とコストの評価 23）といった教育の質の改善 30）を

行っている．奨学金や各種トレーニングプログラムの

策定，オリエンテーションの時間やコストに関する

データ，加えて研究活動の支援 29, 34），病院独自の認定

プログラム 34）や学会認定等資格 29）に関するデータは

医療施設経営概要に該当項目がなかった．

5．分析方法

　研究対象 88施設を看護職副院長の登用がある群と

登用のない群に分け，帰無仮説を各変数の分布が看護

職副院長登用のある病院とない病院では同じであると

して 23の調査項目を分析した．看護職副院長登用の

有無による差異を確認するため両側検定を選択し，有

意水準は 5%として Mann-Whitneyの U検定，Fisher

の正確確率検定を用いて分析した．使用した統計ソフ

トは SPSS Version 25 for Windowsを用いた．

　倫理的配慮については，本研究の対象が公開データ

であるため人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針には該当しないが，固有の施設名が特定されないよ

うに注意した．

Ⅲ．結果

1．看護職副院長登用と病院機能の比較

　研究対象 88施設のうち，2018年度看護職副院長の

登用があった病院は 19施設，登用のない病院は 69施

設であった．急性期一般入院料 1加算は，看護職副院
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長登用のある病院で 17施設（89.5%），登用のない病

院で 50施設（72.5%）で両群に有意な差は認められ

なかった（p＝0.22）．地域医療支援病院承認，三次救

急医療施設認定，総合入院体制加算，病棟薬剤業務実

施加算 1は両群で p＜0.01の有意差があり，臨床研修

病院入院診療加算は両群でp＝0.02の有意差があった．

二次救急医療施設の認定，地域がん診療連携拠点病院

の指定，看護補助体制加算（急性期，夜間急性期），

医師事務作業補助体制加算 1については，看護職副院

長登用のある病院とない病院での有意な差は認められ

なかった（表 1）．

2．看護職副院長登用と収益の比較

　看護職副院長登用病院は，病床数（p＜0.01），病床

利用率（p＝0.02），平均在院日数（p＝0.03）に有意差

を認めた．医業利益については看護職副院長登用の有

無による有意差は認められなかった（p＝0.38）．修正

医業利益率（p＝0.04），患者一人 1日当たりの入院・

外来診療収益，職員一人 1日当たりの入院・外来医業

収益，材料費対医業収益率は看護職副院長登用病院が

高く，それぞれ有意差が認められた．給与費対医業収

益率（p＜0.01）は，看護職副院長の登用がない病院

で高い割合であった（表 2）．

3．看護職副院長登用とチーム医療の比較

　100床当たりの職種配置について，医師，看護職員，

薬剤師，放射線技師，検査技師，臨床工学技士が p＜0.01

と両群に有意差があり，看護職副院長登用のある病院

は手厚い配置となっていた．理学療法士（p＝0.04）

は看護職副院長の登用のない病院群に多く配置されて

いた（表 2）．組織横断的な医療チームの配置について，

精神科リエゾンチームが看護職副院長登用病院に多く

配置されていた（p＜0.01）．緩和ケアチーム（p＝0.02），

呼吸ケアチーム（p＝0.04），周手術期における口腔機

能の管理（p＝0.04）は，いずれも看護職副院長登用

病院で配置に有意な差が認められた（表 3）．清掃，

洗濯，医療機器保守点検等の業務委託は有意な差が認

められなかった（表 4）．

4．看護職副院長登用と患者サービスの比較

　患者サービスに直結する患者満足度調査の実施は，

行っていない病院から年 15回実施している病院と開

きがあるものの，看護職副院長登用のある病院，登用

のない病院の両群で有意な差は認められなかった（p＝

0.08）．医療講演会のほか，健康や介護等の相談の実

施について両群で有意な差は認められなかった．各病

院の広報は，ビデオ，パンフレット，SNSやホームペー

ジなど複数媒体を通して実施しており，両群とも有意

な差は認められなかった．内部顧客である職員に対し

て，病院施設に付帯する夜間院内保育の設置は看護職

副院長登用のある病院で 14病院（73.7%），登用のな

い病院で 32病院（46.4%）であり，登用のある病院

に多く設置されていた（p＝0.04）．職員満足度調査は

看護職副院長登用病院で 89.5%，登用のない病院で

66.7%と半数以上の病院が実施しており両群で p＝

0.08，職員向け広報 p＝0.10ともに有意な差は認めら

れなかった（表 4）．

Ⅳ．考察

1． 病院の収益・機能からみた看護職副院長登用病院

の特徴

　看護職副院長登用病院は，病床規模が大きく三次救

急，地域医療支援病院，総合入院体制加算のほか臨床

研修病院入院診療加算を得ており，高度急性期病院と

して診療密度の高い病院であることが特徴であった．

　井上 35）が述べるように，高度急性期病院は診療密

度が高いことが前提であり，収益確保には高い病床利

用率，平均在院日数や人件費の抑制などが必要とされ

る．看護職副院長登用病院は井上が述べる高度急性期

病院の特徴と類似しており，看護職副院長はこれらの

財務課題に直面していることが示唆される．2006年

度診療報酬改定により 7対 1入院基本料が新設 36）さ

れた当時は，看護職副院長の職掌の特徴が「入院基本

料の引き上げ」37）であったが，本研究では急性期一般

入院料 1の取得について，看護職副院長登用の有無に

よる比較で有意な差は認められなかった．近年の診療

報酬改定では重症度，医療・看護必要度による患者状
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表 1　看護職副院長登用の有無と病院機能の比較

看護職副院長登用の有無による比較
登用あり
（n＝19）

登用なし
（n＝69）

p-value

急性期一般入院料 1
加算あり 17  （89.5） 50  （72.5）  　0.22 
加算なし 2  （10.5） 19  （27.5）

DPC医療機関群  　0.24 
特定 8  （42.1） 13  （18.8）
標準 11  （57.9） 38  （55.1）

地域医療支援病院  ＜0.01**
承認あり 18  （94.7） 35  （50.7）
承認なし 1   （5.3） 34  （49.3）

三次救急医療施設  ＜0.01**
認定あり 13  （68.4） 20  （29.0）
認定なし 6  （31.6） 49  （71.0）

二次救急医療施設  　0.55 
認定あり 14  （73.7） 55  （79.7）
認定なし 5  （26.3） 14  （20.3）

地域がん診療連携拠点病院 　 0.07 
指定あり 11  （57.9） 23  （33.3）
指定なし 8  （42.1） 46  （66.7）

総合入院体制加算（1, 2, 3）  ＜0.01**
加算あり 18  （94.7） 31  （44.9）
加算なし 1   （5.3） 38  （55.1）

臨床研修病院入院診療加算  　0.02*
基幹型 18  （94.7） 42  （60.9）
協力型 0    0.0 9  （13.0）
加算なし 1   （5.3） 18  （26.1）

病棟薬剤業務実施加算１  ＜0.01**
加算あり 18  （94.7） 36  （52.2）
加算なし 1   （5.3） 33  （47.8）

急性期看護補助体制加算  　0.23 
25対 1加算 11  （57.9） 33  （47.8）
50対 1加算 8  （42.1） 26  （37.7）
加算なし 0    0.0 10  （14.5）

夜間急性期看護補助体制加算  　0.20 
50対 1加算 1   （5.3） 2   （2.9）
100対 1加算 3  （15.8） 4   （5.8）
加算なし 15  （78.9） 63  （91.3）

医師事務作業補助体制加算（1, 2）  　0.06 
加算あり 19（100.0） 56  （81.2）
加算なし 0    0.0 13  （18.8）

診療録管理体制加算（1, 2）  　0.62 
加算あり 18  （94.7） 64  （92.8）
加算なし 1   （5.3） 5   （7.2）

n（%） *p＜0.05, **p＜0.01.
Fisherの正確確率検定
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態や，多様な働き方に対応できる人員配置が評価され

る．このため急性期一般入院料に差異がなかった結果

は，いずれの病院も入院基本料の獲得・維持をしてい

る現状が反映されたためと考えられる．医療の質向上

はすべての病院において重要な使命である．先行研究

では地域連携の強化や業務改善に重要な患者志向 16，27）

と広告 10）は看護職副院長の成果であったが，本研究

において患者満足度調査や広報，各種相談，業務委託

に関連した指標に有意差は認められなかった．この点

も各病院の患者サービス改善へ取り組みが反映された

結果と考えられる．

　看護職副院長登用病院は，総合入院体制加算や臨床

研修病院入院診療加算を得ている点から，臨床研修病

院として教育に十分な機能や設備を持つといえる．

Talleyら 24），山嵜ら 29）が述べる職員の教育に関連して，

看護職副院長登用病院は医師の教育に特徴があるとい

表 3　看護職副院長登用の有無とチーム医療の比較

看護職副院長登用の有無による比較
登用あり
（n＝19）

登用なし
（n＝69）

p-value 

緩和ケア 　0.02*
加算あり 19（100.0） 53  （78.6）
加算なし 0   （0.0） 16  （23.2）

外来緩和ケア 　0.12
加算あり 13  （68.4） 32  （46.4）
加算なし 6  （31.6） 37  （53.6）

禁煙サポート 　0.77
加算あり 6  （31.6） 18  （26.1）
加算なし 13  （68.4） 51  （73.9）

退院調整 　0.58
加算あり 19（100.0） 64  （92.8）
加算なし 0   （0.0） 5   （7.2）

呼吸ケア 　0.04*
加算あり 14  （73.7） 30  （43.5）
加算なし 5  （26.3） 39  （56.5）

精神科リエゾン ＜0.01**
加算あり 11  （57.9） 14  （20.3）
加算なし 8  （42.1） 55  （79.7）

臓器・造血管細胞移植 　0.07
加算あり 8  （42.1） 14  （20.3）
加算なし 11  （57.9） 55  （79.7）

薬剤師の病棟業務 　0.44
加算あり 18  （94.7） 59  （85.5）
加算なし 1   （5.3） 10  （14.5）

周手術期における口腔機能の管理 　0.04*
加算あり 15  （78.9） 34  （49.3）
加算なし 4  （21.1） 35  （50.7）

嚥下・摂食機能 　0.12
加算あり 18  （94.7） 52  （75.4）
加算なし 1   （5.3） 17  （24.6）

n（%） *p＜0.05, **p＜0.01.
Fisherの正確確率検定

国際医療福祉大学学会誌　　第26巻2号（2021）

― 44 ―



表 4　看護職副院長登用の有無と患者サービス・施設設備・業務委託の比較

看護職副院長登用の有無による比較
登用あり
（n＝19）

登用なし
（n＝69）

p-value

職員満足度調査 0.08
実施あり 17（89.5） 46（66.7）
実施なし 2（10.5） 23（33.3）

患者満足度調査 1.00
実施あり 18（94.7） 64（92.8）
実施なし 1  （5.3） 5  （7.2）

訪問看護ステーション（付帯施設） 0.12
設置あり 13（68.4） 31（44.9）
設置なし 6（31.6） 38（55.1）

夜間院内保育（付帯施設） 0.04*
設置あり 14（73.7） 32（46.4）
設置なし 5（26.3） 37（53.6）

医療講演会 0.28
実施あり 15（78.9） 44（63.8）
実施なし 4（21.1） 25（36.2）

一般健康相談 0.60
実施あり 13（68.4） 42（60.9）
実施なし 6（31.6） 27（39.1）

介護相談 1.00
実施あり 13（68.4） 47（68.1）
実施なし 6（31.6） 22（31.9）

育児相談 0.20
実施あり 13（68.4） 34（49.3）
実施なし 6（31.6） 35（50.7）

患者向け広報 0.18
実施あり 紙媒体のみ 5（26.3） 31（44.9）

データ通信のみ 0  （0.0） 0  （0.0）
紙媒体・データ通信両方 13（68.4） 24（34.8）

実施なし 1  （5.3） 14（20.3）
職員向け広報 0.10

実施あり 紙媒体のみ 5（26.3） 27（39.1）
データ通信のみ 0  （0.0） 5  （7.2）

紙媒体・データ通信両方 11（57.9） 12（17.4）
実施なし 3（15.8） 25（36.2）

業務委託
清掃 1.00

委託あり 全部委託 18（94.7） 59（85.5）
部分委託 1  （5.3） 9（13.0）

委託なし 0  （0.0） 1  （1.4）
洗濯 1.00

委託あり 全部委託 17（89.5） 51（73.9）
部分委託 2（10.5） 16（23.2）

委託なし 0  （0.0） 2  （2.9）
医療機器保守点検 1.00

委託あり 全部委託 2（10.5） 9（13.0）
部分委託 16（84.2） 47（68.1）

委託なし 委託なし 1  （5.3） 5  （7.2）
データなし 0  （0.0） 8（11.6）

n（%）  *p＜0.05.
Fisherの正確確率検定
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える．病院機能では，組織横断的活動を担う精神リエ

ゾンチームの配置が看護職副院長登用病院の特徴で

あった．精神疾患や認知機能障害のほか，疾病や障害

に伴うメンタルヘルスケアに介入する精神リエゾン

チームへの医療ニーズは高い．しかし精神科専門医師

や公認心理師等がすべての高度医療や救急医療を担う

病院に配置されているわけではなく，人員配置に余裕

のある大学病院や高度急性期病院に精神リエゾンチー

ム配置が偏る 38）ことも現在の医療の課題とされてい

る．そのほか緩和ケア，呼吸ケア，周手術期における

口腔機能の管理といった侵襲の高い治療に対する合併

症回避や予防ケアを担うチームが看護職副院長登用病

院に配置されていた．これらのチームの配置のほか，

夜間院内保育施設の確保による 24時間切れ目のない

医療を支える職員への配慮状況からみても，看護職副

院長登用病院は高度急性期の多様な医療ニーズに対応

することがうかがえる．看護職副院長の成果責任には，

医療動向の情報提供，業務改善と分析，病院事業への

提言 29）がある．加えて経営指標のデータを用いた病

院内外への説明責任，戦略的な経営管理といったビジ

ネススキルが求められる 39）．密度の高い医療やケア

の特徴を踏まえかつ詳細な経営分析に基づき，地域の

医療に貢献できる病院機能について，看護職副院長は

成果を示すことが期待されると考える．

2． 看護職副院長登用病院の人員配置の特徴と経営効

果への期待

　100床当たりの人員配置からみると看護職副院長登

用病院は，医師，看護師，薬剤師，放射線技師，検査

技師，臨床工学技士が多く配置される特徴があった．

高度急性期医療を実現するためには，診断や治療を支

える多職種が手厚く配置される必要がある．看護職副

院長登用病院は病棟薬剤業務実施加算を得ている病院

も多く，高度な医療に伴う薬剤業務のニーズに対し薬

剤師が重視されていると推察される．

　看護職副院長登用の有無で看護職の配置が影響する

入院基本料について 2群の有意差は認めなかったが，

100床当たりの看護師数では看護職副院長登用病院は

手厚い配置となっていた．一般に病院では看護職種が

病院の最大労働割合を占めており 23），看護職種の人

員配置は病院経営に対して影響力があるといえる．看

護職副院長には，手厚い人員配置等による質の高い患

者ケアを確保 31）するだけでなく，単位時間当たりの人

件費といったコストに関する指標 23）を用いた病院組

織の機能に関する情報を提供する説明責任がある 40）．

本研究では質改善の成果やコストに関して該当する指

標がなく看護職副院長登用病院の特徴として調査する

ことはできなかった．人員配置について特徴のあった

看護職副院長登用病院において，今後人員配置の効果

を評価するためには，質改善や単位時間当たりのコス

トについても検討の余地がある．

　先行文献では病院は一般的な組織構造と異なる 41）

と報告があるが，病院の規模と病院で最も人数の多い

看護職からの副院長登用を関連づけた報告はない．本

研究において看護職副院長登用病院の特徴は，一般的

な規模の大きな組織の特徴と類似点があった．一般的

に組織への影響力は人数のより多い集団の特徴が反映

される 42）ため，人数の多い集団の管理者配置は，組

織に対し集団のパワーが影響しやすい．組織規模が大

きくなれば組織を構成する部門・部署は増えるため，

管理者を相応に配置し権限を明確にする必要がある．

病院でいえば，各病院が担う医療の役割や密度が高度

かつ多機能で規模が大きくなるほど，病院の舵取りを

確実に実践していく組織の整備，職位と権限の明確化

が急務となる 4）．本研究で得た看護職副院長登用のあ

る病院と特徴が類似している施設には，組織の特徴に

合わせた組織の整備や職位と権限の明確化の視点が経

営マネジメントに必要であると考える．ミドルとして

院長とともに病院の舵取りを担う看護職副院長登用

は，経営マネジメントや改善の一方法として検討の余

地がある．

　小俣 43）は，経営のマネジメントに用いる指標には

変化や改善への取り組みを評価できる指標を用いる必

要があると述べている．本研究の限界は医療施設経営

概要に業務の変化や改善を直接評価できる指標が用い

られていないこと，看護職副院長の職掌や行動，役割
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成果に関連した指標のうち，教育に関する指標で該当

がなく結果に偏りがあったことである．このため，本

研究で検討できなかった経営指標の内，看護職副院長

の成果と病院経営について定性的調査等より詳細に検

討を行う必要がある．

Ⅴ．結論

　本研究では赤十字グループ病院 88施設について，

看護職副院長を登用している 19施設，登用していな

い 69施設の 2群を対象に経営指標を用いて比較した．

看護職副院長登用病院は，診療単価が高く平均在院日

数が短いといった診療密度の高い高度急性期病院の特

徴があり，侵襲の高い治療や合併症予防に関連した

チーム医療のほか，三次救急医療や地域医療支援と

いった多様な機能をもつ病院であることが特徴であっ

た．また高度で多機能な治療に対応できる手厚い多職

種の人員配置があり，看護職副院長登用病院は一般的

な組織規模と集団のパワーの特徴に類似している点が

あった．

　なお本研究の利益相反はない．
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Characteristics of hospitals that appoint a nurse as a vice president: 
Verification of Japanese Red Cross group of hospitals

Yukiko TAKADA

　Abstract

Purpose: The purpose of this study was to compare two groups of hospitals, namely, hospitals that appoint a nurse as a vice 
president and those that have not, using management indicators. The report clarifies the difference between the two groups.
Methods: This was a cross-sectional study of 88 hospitals on the 2018 Japanese Red Cross hospital facility management 
overview public data, out of 91 Red Cross group hospitals. Quantitative analysis and comparisons were performed using 
management indicators selected from the literature review on management regarding a vice president nurse.
Results: Of the 88 hospitals, 19 had appointed vice president nurse and 69 hospitals had not. Management indicators with a 
significant difference between the two groups (p<0.01) were the number of beds, inpatient unit price, certification of an 
advanced emergency medical facilities, approval of regional medical support hospitals, implementation and addition of ward 
drug work, mental liaison team placement, and placement of multiple occupations, such as doctors and nurses per 100 beds. 
There were significant differences in the hospitals that appoint a nurse as a vice president positions in all cases: bed utiliza-
tion (p=0.02), average length of stay (p=0.03), palliative care team placement (p=0.02), respiratory care team placement 
(p=0.04), and perioperative oral function management (p=0.04).
Conclusion: Hospitals that appoint a nurse as a vice president were characterized by a high-density hospital with various 
functions as a highly acute hospital. It was characterized by a generous staffing of multiple occupations that can handle 
treatments with a high degree of medical care. Additionally, those hospitals characteristics were similar to those of general 
tissue size and population power.

Keywords：vice president nurse, chief nurse executive, management indicators, staffing
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